
１ 小型無人機（ドローン等）
飛行機、回転翼航空機、滑空機、飛行船その他の航空の用に供することができる機器であって構
造上人が乗ることができないもののうち、遠隔操作又は自動操縦（プログラムにより自動的に操縦
を行うことをいう。）により飛行させることができるもの。
２ 特定航空用機器
航空法（昭和27年法律第231条）第2条第1項に規定する航空機以外
一 例 （抜粋）
〇 操縦装置を有する気球
〇 ハンググライダー（原動機を有するものを含む）
〇 パラグライダー（原動機を有するものを含む）
〇 回転翼の回転により生ずる力により地表又は水面から浮揚した状態で移動することができ、
操縦装置を有し人が飛行することができるもの。

〇 下方へ噴射する気体の圧力の反作用により地表又は水面から浮揚した状態で移動することが
でき、操縦装置を有し人が飛行することができるもの。

重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する法律（平成２８年
法律第９号）第６条第１項、第２項及び第４項の規定に基づき、対象防衛関係施設及び当該
対象防衛関係施設の敷地又は区域並びに当該対象防衛関係施設に係る対象施設周辺地域を指
定する旨告示されました。
富士駐屯地は令和５年９月２６日指定・告示され、令和５年１０月６日より施行されます。

本法の規制対象となる小型無人機等は次の通りです。

対象防衛関係施設に指定されます。

対象防衛関係施設地域における小型無人機等の飛行について


